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別記様式第２号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和５～９年度 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

組織名 沖島地域水産業再生委員会 

代表者名 会 長 奥 村  繁 

再生委員会の構成

員 

沖島漁業協同組合、湖島婦貴の会（沖島漁業協同組合婦人部）、沖島町

離島振興推進協議会、沖島町自治会、近江八幡市農業振興課、滋賀県

農政水産部水産課 

オブザーバー 近江八幡市企画課 

対象となる地域の

範囲及び漁業の種

類 

・地域の範囲：近江八幡市沖島町

・漁業の種類：小型定置網（えり）漁業（12 人）、沖曳網漁業（59 人）、

刺網（小糸網）漁業（63 人）、えびたつべ漁業（12 人）、

沖すくい網漁業（3 人） 

・漁業者数：正組合員 73 人、准組合員 44 人（令和 3 年 12 月末現在） 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

沖島は、近江八幡市の北端部にあり、島の大きさは東西 2.5 ㎞、南北１㎞、周囲約 7 ㎞、面

積は約 1.5ｋ㎡で琵琶湖に浮かぶ最大の島である。 

淡水湖内で集落を形成する島として世界でも希少な島であり、西南部の狭小な平地に人家が

軒を接して密集し、その間を軒下道がつづくという独特の集落景観を形成し、138 戸、259 人

（令和 3 年 12 月末現在）が暮らしている。 

生業は漁業を主とし、令和 3 年 12 月末現在の沖島漁業協同組合の組合員数は、117 人（正

組合員 73 人、準組合員 44 人）と全数の 85％が漁業に関係している。 

その操業範囲は琵琶湖一円に渡り、小型定置網（えり）、沖曳網、刺網、沖すくい網漁など

の漁法により、エビ、マス、フナ、アユ、ゴリ、イサザ、ワカサギ、ハスなどが水揚げされ、

食用鮮魚や養殖用活魚として出荷されるほか、アユの山椒入り若煮、エビ豆若煮、ハス田楽、

鮒ずし、ハスのめずしなどの伝統的な湖国の食文化が引き継がれ、琵琶湖漁業の中心的な役割

を担っている。 

 しかしながら、魚介類に食害を及ぼす外来魚やカワウの増加、産卵繁殖場となる内湖やヨシ

帯の減少、水草の異常繁茂等による漁場環境の悪化などによる水産資源の減少等に加え、コロ

ナ禍の影響も含めた需要の低迷等により、令和 3 年の漁獲量は約 271t、漁獲高は約 1.7 億円
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と、25 年前の平成 8 年をピークに、漁獲量で約 55％の減少、漁獲高では約 75％減少してい

る。 

このような状況を改善するため、県および漁業者はヨシ帯や砂地の造成、水草除去等の漁場

環境の改善や外来魚駆除、種苗放流や資源管理型漁業等に取り組んでいる。その結果、最近に

なって一部の魚種では増加の兆しが見られるものの、十分な水準には達しておらず、今後もこ

れらの取組を継続する必要がある。 

また、昭和 55 年に 140 人であった沖島漁業協同組合の正組合員は、令和 3 年 12 月末現在

73 人と漁業従事者が半数近くまで減少するとともに、年齢構成は 50 代後半から 80 代、平均

年齢は 70 歳と担い手の高齢化が進展しており、深刻な後継者不足への対応が喫緊の課題とな

っている。 

水揚げした湖魚の流通は、漁業者と加工業者等との相対取引が中心となっているが、鮮度の

良い魚を出荷しなければ、値崩れを起こすことになる。湖魚は、魚体が小さく、内臓を含んだ

まま流通するために鮮度低下が早く、鮮度を保持し、高品質な湖魚を供給するための施設整備

や体制が必要となっている。 

漁業を生業とする沖島は、島の生活様式が全て重要な文化遺産であり、平成 27 年、｢琵琶湖

とその水辺景観-祈りと暮らしの水遺産｣を構成する文化財の１つとして、文化庁認定の日本遺

産に認定されている。また、これに先立ち平成 17 年には、島の生活道路であるホンミチ（家

の軒下の幅 1m 程の道）が、水産庁の「未来に残したい漁業漁村の歴史文化財百選」に選ばれ

ており、島で育まれた貴重な文化や風習が多く残されている。さらに、令和 4 年 7 月 18 日に

は、琵琶湖と共生する滋賀県の農林水産業 「森・里・湖（うみ）に育まれる漁業と農業が織

りなす琵琶湖システム」が、国連食糧農業機関（FAO）の提唱する世界農業遺産に認定された。 

令和 4 年度には、国際芸術祭 BIWAKO ビエンナーレ 2022 が近江八幡市内で開催され、沖

島の空き家や漁港の廃船などをアート作品の展示に活かし、アートを通して、地元の歴史や伝

統文化の伝承と振興につなげている。 

湖島婦貴の会（沖島漁業協同組合婦人部）では、伝統的な湖国の食文化を活かし、沖島で水

揚げした新鮮な湖魚を炊き上げた若煮やお弁当、沖島物産品の加工販売を行っており、「沖島

の味」とくつろぎを来訪者に提供している。 

近年では、琵琶湖汽船とコラボし、シーズン毎に旬を迎える湖魚を味わう「沖島美味探訪ク

ルーズ」で訪れる沖島観光客へのおもてなしを行っている。  

春の“沖島桜まつり”の開催や“地引き網体験”等のイベント、初夏には、滋賀県を代表す

る名産品である“鮒ずし”の漬込み体験も琵琶湖汽船とのタイアップ企画により開催し好評を

得ている。また、沖島町離島振興推進協議会による、新鮮な湖魚や島の畑で採った野菜を使用

した「沖島めし」など新たな沖島グルメの開発など 6 次産業化への取組が進められている。 

さらに、令和４年度には、沖島漁港周辺において、沖島町離島振興推進協議会による「おき

しまるしぇ」が開催され、湖魚を使った料理やスイーツ、クラフトなどを提供し、来訪者を呼

び込み、沖島の魅力を発信している。 

しかしながら、「沖島の味」の加工販売は、漁協会館のスペースを借用した限られた施設で

の提供であり、調理加工施設、レストラン、直売所等の整備と供給・サービス体制の充実が必
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要となっている。 

平成 28 年の沖島通船の利用状況は、島民 45,539 人、観光客（島民以外）51,363 人と平成

25 年に比して、観光客（島民以外）の利用が倍増している。加えて、琵琶湖汽船が 5 月～11

月の土曜日に運航する「ぐるっとびわ湖島めぐり」や、シーズン毎に旬を迎える湖魚を味わう

「沖島美味探訪クルーズ」（沖島漁協婦人部“湖島婦貴の会”が対応）により、沖島への観光

客が年々増加していたが、新型コロナウイルス感染症の拡大（以下「コロナ禍」という。）に

伴い、入島制限なども行ったことなどを受け、令和 2 年は減少、その後は回復傾向にあるもの

の、コロナ禍前の水準には達していない。 

滋賀県では、平成 27 年より「琵琶湖(びわこ)八珍(はっちん)」（ビワマス、ニゴロブナ、ホ

ンモロコ、イサザ、ゴリ（ビワヨシノボリ）の琵琶湖固有種５種と、コアユ、スジエビ、ハス

の計８種類で、琵琶湖の特徴的な魚介類）のブランド化事業に取り組んでいる。県内のみなら

ず旅行で滋賀県を訪ねて来られる観光客の方々にも湖魚を知って、味わってもらえるよう、「琵

琶湖八珍」のＰＲや、「琵琶湖八珍」を利用・提供していただいているお店の「琵琶湖八珍マ

イスター」としての認定・登録などを通じて、琵琶湖を特徴的に表す特産魚介類の消費拡大を

図るものである。 

とりわけ、多くの島民が漁業を生業としている沖島は、琵琶湖漁業の重要な拠点であり、そ

の活力の再生には「琵琶湖八珍」をはじめとする湖魚全般の認知度向上とその消費拡大に向け

た取組や、「沖島の味」の高付加価値化のための品質保持、商品開発、「沖島グルメ」開発等の

6 次産業化への取組を加速化し、高付加価値化と魚価市場価格の底上げによる漁業所得の向上

を図っていく必要がある。 

さらに、国定公園琵琶湖を内側から見渡す美しい自然景観、貴重な島の生活様式や暮らし、

伝統的な湖国の食文化・沖島の味を有する沖島は、観光資源としての価値も非常に高く、体験

交流等を目的に訪れる観光客を積極的に受け入れることで、漁業と観光の共存共栄を図り、漁

村のにぎわいと活気を創出していくことが求められている。 

（２）その他の関連する現状等

平成 25 年 7 月の離島振興対策実施地域の指定を受け、沖島では自治会・沖島漁業協同組合・

湖島婦貴の会・女性会・老人クラブ等の主要団体関係者等により沖島町離島振興推進協議会を

設立し、沖島の情報発信や下記の交流促進事業を通じた地域活性化の取組が進められている。 

〇島に伝わる伝統や食文化、四季折々の自然の風景など、島のよさを広く知ってもらい、島に

来てもらうことを目的とした、沖島ファンクラブ「もんて」の組織化と情報発信 

〇島でとれた新鮮野菜や湖魚の加工食品など、特産品を詰め合わせた沖島の美味宅配便「もん

てくーる」の販売 

〇『沖島遊覧船 もんてクルーズ』の運航 

〇「聞き語り沖島の暮らし伝え人」の発刊 

〇フォトコンテストなどの交流イベントの開催 

〇空き家の活用による民泊「湖心」の経営 

〇沖島町離島振興推進協議会による「おきしまるしぇ」の開催 
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〇令和 3 年度に沖島地域水産業再生委員会が全国漁業協同組合連合会と水産庁が表彰する「浜

の活力再生プラン」の優良事例として「全国共済水産業協同組合連合会会長賞」を受賞 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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(２)今期の浜の活力再生プランの基本方針

◆漁業関連収入を増やす

沖島水産業を取り巻く課題に対応するとともに、6 次産業化（直売・食堂・加工事業）によ

る高付加価値化と魚価市場価格の底上げや、都市との交流、体験交流型観光振興への取組の充

実による漁業と観光の共存共栄を図り、漁村のにぎわいと活気を創出することで、漁業所得を

向上する。  

①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保

〇資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進

〇外来魚駆除による資源の保全

②６次産業化の推進

〇湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実

〇沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備

〇ふるさと納税返礼品の活用

③認知度の向上と販路の拡大

〇「沖島の味」の認知度向上と普及促進

〇湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ

〇未利用魚の活用・商品化の推進

④漁業関連従事者の育成・確保

〇新規就漁者の受入れ

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進

〇「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成

〇渚泊の受入れ

〇観光マナーの周知を含めた観光案内板の整備
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⑥安全・安心な生活環境の創出

○空き家の活用等による移住、定住の推進

〇防災・救急・救命体制の充実・強化 

〇島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

〇美しい島の維持と環境保全 

◆漁業コスト削減を図る

漁業者は漁船の低速走行及び船底状態の改善等による省燃油航行、こまめな漁具補修作業に

よる漁具資材経費の削減、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮などに努めるとともに、

協業化による作業効率の向上・人件費削減を通じて、漁業コストの削減を図っていく。 

①省燃油航行の推進

②漁具資材のコスト削減の推進

③操業時間の短縮

④協業化による作業効率の向上と人件費削減

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

（３）資源管理に係る取組

漁業者は、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や全長制限等の公的資源管理措置

を遵守し、水産資源の維持・回復に努めている。 

また、沖島漁協では、琵琶湖を守るための漁業として年間 50～60ｔの外来魚の捕獲を行い、

在来魚貝類の食害を防ぎ、琵琶湖の水産資源回復・環境保全に努めている。 

①滋賀県漁業調整規則・許可の制限措置（漁業法）

(禁止期間) 

・アユ： 8 月 21 日から 11 月 20 日まで

・ビワマス：10 月 1 日から 11 月 30 日まで

(全長等の制限) 

・ウナギ：全長 35 センチメートル以下

・ビワマス：全長 25 センチメートル以下

・フナ：全長 15 センチメートル以下

・シジミ：殻長 1.5 センチメートル以下

（禁漁期間） 

・ゴリ沖びき網漁業：3 月 1 日から 7 月 19 日まで

・アユ沖びき網漁業：3 月 1 日から翌年 1 月 31 日まで

・その他の沖びき網漁業：5 月 1 日から 7 月 31 日まで

・アユ沖すくい網漁業：8 月 1 日から翌年 5 月 31 日まで

・荒目小糸網：10 月 1 日から 11 月 30 日まで
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②琵琶湖海区漁業調整委員会指示

・引縄釣の禁止期間：10 月 1 日から 11 月 30 日まで

・貝類の採捕の禁止区域：近江八幡市地先の西の湖および同湖から琵琶湖に通ずる水路なら

びに同湖周辺の水路 

・ビワマスの全長制限：全長 30 センチメートル以下

・セタシジミの資源回復に係る漁獲規制：殻長 1.8cm 以下

・ニゴロブナの資源回復に係る漁獲規制：全長 22cm 以下
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（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度） 所得向上（基準年比）１．７％

漁業収入向上の

ための取組 ①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保

１）資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進

漁業者は、漁業調整規則等で規定されている採捕禁止期間や全長制

限等の公的資源管理措置を遵守し、操業をおこなっているところであ

る。 

 今後とも、公的資源管理措置を遵守し操業するとともに、漁業者間で

の操業隻数や操業日数の調整による水産資源の状況に対応した漁獲の

実施など、資源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に

努めながら漁獲量の増加を図る。 

 また、滋賀県で開発された「湖（うみ）レコ」を積極的に活用し、資

源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に努めながら漁

獲量の増加を図る。 

２）外来魚駆除による資源の保全

 琵琶湖漁業に深刻な被害を与えているオオクチバス、ブルーギルな

どの外来魚は、通常の漁業によって捕獲される駆除のほか、駆除目的の

沖びき網による積極的な駆除等により、生息量は減少傾向にある。 

 在来魚の回復のためには、更なる駆除が必要となっており、一層の外

来魚駆除に努めることにより、水産資源を回復し、漁獲量の増加を図

る。 

②６次産業化の推進

１）湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実

  沖島漁協では、高品質なビワマス・ホンモロコの冷凍品を漁期以外に

県外市場に安定供給することを目的とする「ビワマス・ホンモロコ安定

出荷体制整備パイロット事業（事業主体：滋賀県漁業協同組合連合会）」

を実施し、高品質なビワマス・ホンモロコの供給体制の確立を目指して

取り組んできた。 

  パイロット事業の成果を踏まえた高品質冷凍設備等の設置による

「沖島の味」の高付加価値化のための品質保持に加え、一次加工や「沖

島グルメ」の開発等に資する湖魚の処理加工施設の整備・充実に向けた

検討を行う。 

２）沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備 

  湖島婦貴の会（沖島漁業協同組合婦人部）では、伝統的な湖国の食文
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化を活かし、沖島で水揚げした新鮮な湖魚を炊き上げた若煮、お弁当、

沖島物産品の加工販売を行っており、「沖島の味」とくつろぎを来訪者

に提供している。 

  しかしながら、現在「沖島の味」の加工販売は、漁協会館のスペース

を借用した限られた施設で実施しており、増加する来訪者のニーズに

十分な対応ができていない。 

  そのため、調理加工施設、レストラン、直売所等の整備と供給・サー

ビス体制の充実が必要となっていることから、沖島の食文化を味わえ

るレストラン・直売所の整備に向けた検討を行う。 

※上記②－１）及び②－２）は、漁業収入を向上させるための核となる

施設として、老朽化した漁業会館のリニューアルにより、冷蔵保管施

設、加工施設、販売・交流促進施設等をもつ沖島漁業会館へと再整備す

るものである。このため１年目は、施設整備計画や施設運営体制の構

築、「浜の活力再生交付金」の申請に向けた準備、検討を行う。  

３）ふるさと納税返礼品の活用 

  「沖島の味」をふるさと納税返礼品として商品化を検討する。 

③認知度の向上と販路の拡大

１）「沖島の味」の認知度向上と普及促進

インターネット等を活用し、アユの山椒入り若煮、エビ豆若煮、ハス

田楽、鮒ずし、ハスのめずしなどの「沖島の味」を中心に消費者への直

接販売や「鮒ずし手作り講習会等の体験交流事業」などを促進させるた

め、漁協ホームページを拡充する等のＰＲ活動を強化する。 

 加えて、地元商工会議所や JA 等が開催する地域のイベントへ出店

や滋賀県のアンテナショップ「ここ滋賀」でのフェアの参加等により、

「沖島の味」の認知度向上と普及促進を図る。 

２）湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ

滋賀県が推進する「琵琶湖八珍」ブランド化事業と連携したイベント

等への参画や、「琵琶湖八珍マイスター店」等への沖島産湖魚や加工品

の販路開拓・拡大化を推進する。 

３）未利用魚の活用・商品化の推進 

  未利用魚を原料とする商品の加工・販売を検討し、未利用魚の有効活

用を図る。 
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④漁業関連従事者の育成・確保

１）新規就漁者の受入れ

  沖島漁協は、滋賀県漁業協同組合連合会に設置された「しがの漁業技

術研修センター」が受け入れる琵琶湖漁業に就業を検討する研修希望

者に対して、漁業体験研修、本格的な技術を学べる実地研修を行い、新

規就業者の確保に努める。 

  さらに、沖島独自での漁業体験事業の実施に向けた検討を行う。 

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進

１）「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成

  春には“沖島桜まつり”の開催や“地引き網体験”等のイベントを、

初夏には滋賀県を代表する名産品である“鮒ずし”の漬け込み体験を琵

琶湖汽船とのタイアップ企画により開催し、好評を得ている。 

  さらに、沖島町離島振興推進協議会では、島に伝わる伝統や食文化、

四季折々の自然の風景など、島のよさを広く知ってもらい、島に来ても

らうことを目的とした、沖島ファンクラブ「もんて」の組織化と情報発

信、『沖島遊覧船もんてクルーズ』の運航、「聞き語り沖島の暮らし伝え

人」の発刊、フォトコンテストなどの交流イベントの開催なども実施し

ており、現行の交流体験型イベントや事業を強化するとともに、漁村留

学体験「おいでよ湖の学校」などの「島の宝」を活用した新たな交流体

験プログラムの造成による、誘客促進を図る。 

  また、これらの行事などの手伝いを行う学生ボランティアの受入れ

を進める。 

２）渚泊の受入れ 

  地域おこし協力隊と協力し、空き家を活用し島民と宿泊客が交流で

きる民泊「湖心」を運営するとともに、観光客が沖島の生活を体験でき

る「渚泊」について検討する。 

⑥安全・安心な生活環境の創出

１）空き家の活用等による移住、定住の推進

  島内には長年活用していない空き家が存在しており、それを U ター

ンした島民が改修して利用、テレワーク等新しい働き方に対応できる

ように空き家の整備を行う。 

  また、日用品の買い物支援や ICT を活用した独居人の見守り事業等

による定住を推進する。 

２）防災・救急・救命体制の充実・強化 
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  人家が密集する西南部の約 0.1ｋ㎡の狭小な平地は、間近に琵琶湖と

傾斜の強い山肌が迫っており、災害時を想定した対策が必要となって

いる。島内の防災機能の強化充実に努めるとともに、避難所（地）、避

難道路、消防施設等の整備について検討する。 

  また、エネルギー供給を遮断されるような災害時等の事態に備え、島

が孤立しないための新たなエネルギー対策（環境負荷の少ない、地産地

消の再生可能エネルギー）の研究および太陽光発電・風力発電等の設備

導入について検討する。 

３）島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

  島を訪れる人にも活用されるよう、里山整備を行うとともに、既存公

園の再整備や新たな休憩スポット等の整備を検討する。 

４）美しい島の維持と環境保全 

  観光客が何度も訪れたくなるよう美しい島を目指し、環境美化運動

を推進していく。 

  また、レストラン等の整備により、食料残渣が懸念されることから、

生ごみなど島内でリサイクルできる仕組みづくり（生ごみのたい肥化

施設の整備等）を検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 ①省燃油航行の推進

漁業者は出港から帰港にかけての減速航行の徹底、係留中の機関の停

止、不要不急な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底やプロペ

ラの清掃、船底塗装等による航行時の抵抗削減など、省燃油に繋がる活動

を実施し、燃油消費量の抑制に努める。 

②漁具資材のコスト削減の推進

漁業者は、漁具のこまめな補修と、漁網等の適正管理を行い漁具の耐用

年数延長により漁具購入費用を軽減する。 

 漁協は、より良い漁具資材の追求及び共同購入等により漁業経費の削

減に努める。 

③操業時間の短縮

漁業者全員が、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮に取り組む

ことにより燃油の消費量を抑制し、漁労コストの削減に努める。 

④協業化による作業効率の向上と人件費削減

漁業者間での海上・陸上作業時の労働力融通、漁業関連器具等の共同利
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用、共同修繕などの協業化を検討し、作業効率の向上と人件費削減に資し

ていく。 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

漁協は、燃油価格高騰時の漁業経費の増大を軽減する漁業者の漁業経

営セーフティーネットへの加入を推進し、漁業コストの増大を防止する。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生交付金（国) 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

漁業人材育成総合支援事業（国） 

女性活躍のための実践活動支援事業（国） 

外来魚駆除促進対策事業（県） 

しがの漁業担い手スキルアップ事業（県） 

２年目（令和６年度） 所得向上（基準年比）３．１％ 

漁業収入向上の

ための取組 ①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保

１）資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進

漁業者は、公的資源管理措置を遵守し操業するとともに、漁業者間で

の操業隻数や操業日数の調整による水産資源の状況に対応した漁獲の

実施など、資源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に

努めながら漁獲量の増加を図る。 

 また、滋賀県で開発された「湖（うみ）レコ」を積極的に活用し、資

源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に努めながら漁

獲量の増加を図る。 

２）外来魚駆除による資源の保全

在来魚の回復のためには、琵琶湖漁業に深刻な被害を与えているオ

オクチバス、ブルーギルなどの外来魚の更なる駆除が必要となってお

り、一層の外来魚駆除に努めることにより、水産資源を回復し、漁獲量

の増加を図る。 

②６次産業化の推進

１）湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実

  高品質冷凍設備等の設置による「沖島の味」の高付加価値化のための

品質保持に加え、一次加工や「沖島グルメ」の開発等に資する湖魚の処

理加工施設の整備・充実化に向けた設計に着手する。 

２）沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備 
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  調理加工施設の整備と供給・サービス体制の充実に資する、沖島の食

文化を味わえるレストラン・直売所等の設計に着手する。 

 また、特産品の加工開発、直売所・食堂の経営に必要な知識・技術の

習得し、沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の運営にあたる

スタッフ人材の充実を図る。

３）ふるさと納税返礼品の活用 

  「沖島の味」をふるさと納税返礼品として商品化するとともに、新た

な「沖島グルメ」の商品開発を検討する。 

③認知度の向上と販路の拡大

１）「沖島の味」の認知度向上と普及促進

インターネットを活用した直接販売や体験交流事業などを促進させ

るため、漁協ホームページを拡充する等のＰＲ活動を強化するととも

に、地域のイベントへ出店等により、「沖島の味」の認知度向上と普及

促進を図る。 

２）湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ

滋賀県が推進する「琵琶湖八珍」ブランド化事業と連携したイベント

等への参画や、「琵琶湖八珍マイスター店」等への沖島産湖魚や加工品

の販路開拓・拡大化を推進する。 

３）未利用魚の活用・商品化の推進 

  未利用魚を原料とする商品の加工・販売を検討し、未利用魚の有効活

用を図る。 

④漁業関連従事者の育成・確保

１）新規就漁者の受入れ

  沖島漁協は、滋賀県漁業協同組合連合会に設置された「しがの漁業技

術研修センター」が受け入れる琵琶湖漁業に就業を検討する研修希望

者に対して、漁業体験研修、本格的な技術を学べる実地研修を行い、新

規就業者の確保に努める。 

  さらに、沖島独自での漁業体験事業の実施に向けた検討を行う。 

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進

１）「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成

  現在実施している春の“沖島桜まつり”の開催や“地引き網体験”等

のイベント、初夏の鮒ずし手作り体験と沖島の郷土料理を味わう体験
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交流事業をはじめとする現行の交流体験型イベントや事業を強化する

とともに、沖島町離島振興推進協議会を中心に、「島の宝」を活用した

新たな交流体験プログラムの造成を図る。 

 また、これらの行事などの手伝いを行う学生ボランティアの受入れ

を進める。 

２）渚泊の受入れ 

  地域おこし協力隊と協力し、空き家を活用し民泊「湖心」を運営する

とともに、観光客が沖島の生活を体験できる「渚泊」について検討す

る。 

３）観光マナーの周知を含めた観光案内板の整備 

  観光マナーの周知を含めた観光案内板（総合観光案内板、各所観光案

内板）の整備を検討する。 

⑥安全・安心な生活環境の創出

１）空き家の活用等による移住、定住の推進

  島内には長年活用していない空き家が存在しており、それを U ター

ンした島民が改修して利用、テレワーク等新しい働き方に対応できる

ように空き家の整備を行う。 

  また、日用品の買い物支援や ICT を活用した独居人の見守り事業等

による定住を推進する。 

２）防災・救急・救命体制の充実・強化 

  島内の防災機能の強化充実に努めるとともに、避難所（地）、避難道

路、消防施設等の整備を促進する。避難所に指定されている漁業会館の

耐震化に向け整備（設計）する。 

 また、引き続き、エネルギー供給を遮断されるような災害時等の事態

に備え、島が孤立しないための新たなエネルギー対策（環境負荷の少な

い、地産地消の再生可能エネルギーの研究および太陽光発電・風力発電

等の設備導入）について検討する。 

３）島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

  島を訪れる人にも活用されるよう、里山整備を行うとともに、既存公

園の再整備や新たな休憩スポット等の整備を検討する。 

４）美しい島の維持と環境保全 

  観光客が何度も訪れたくなるよう美しい島を目指し、環境美化運動
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を推進していく。 

漁業コスト削減

のための取組 

 

①省燃油航行の推進 

 漁業者は出港から帰港にかけての減速航行の徹底、係留中の機関の停

止、不要不急な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底やプロペ

ラの清掃、船底塗装等による航行時の抵抗削減など、省燃油に繋がる活動

を実施し、燃油消費量の抑制に努める。 

 

②漁具資材のコスト削減の推進 

 漁業者は、漁具のこまめな補修と、漁網等の適正管理を行い漁具の耐用

年数延長により漁具購入費用を軽減する。 

 漁協は、より良い漁具資材の追求及び共同購入等により漁業経費の削

減に努める。 

 

③操業時間の短縮 

 漁業者全員が、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮に取り組む

ことにより燃油の消費量を抑制し、漁労コストの削減に努める。 

 

④協業化による作業効率の向上と人件費削減 

 漁業者間での海上・陸上作業時の労働力融通、漁業関連器具等の共同利

用、共同修繕などの協業化を検討し、作業効率の向上と人件費削減に資し

ていく。 

 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進 

 漁協は、燃油価格高騰時の漁業経費の増大を軽減する漁業者の漁業経

営セーフティーネットへの加入を推進し、漁業コストの増大を防止する。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生交付金（国) 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

漁業人材育成総合支援事業（国） 

女性活躍のための実践活動支援事業（国） 

外来魚駆除促進対策事業（県） 

しがの漁業担い手スキルアップ事業（県） 

 

３年目（令和７年度） 所得向上（基準年比）７．１％ 

漁業収入向上の

ための取組 

 

①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保 

１）資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進 

漁業者は、公的資源管理措置を遵守し操業するとともに、漁業者間で
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の操業隻数や操業日数の調整による水産資源の状況に対応した漁獲の

実施など、資源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に

努めながら漁獲量の増加を図る。 

 また、滋賀県で開発された「湖（うみ）レコ」を積極的に活用し、資

源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に努めながら漁

獲量の増加を図る。 

２）外来魚駆除による資源の保全

在来魚の回復のためには、琵琶湖漁業に深刻な被害を与えているオ

オクチバス、ブルーギルなどの外来魚の更なる駆除が必要となってお

り、一層の外来魚駆除に努めることにより、水産資源を回復し、漁獲量

の増加を図る。 

②６次産業化の推進

１）湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実

  高品質冷凍設備等の設置による「沖島の味」の高付加価値化のための

品質保持に加え、一次加工や「沖島グルメ」の開発等に資する湖魚の処

理加工施設の整備に着工する。 

２）沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備 

  調理加工施設の整備と供給・サービス体制の充実に資する、沖島の食

文化を味わえるレストラン・直売所等の整備に着工する。 

３）ふるさと納税返礼品の活用 

  「沖島の味」をふるさと納税返礼品として商品化するとともに、新た

な「沖島グルメ」の商品開発を検討する。 

③認知度の向上と販路の拡大

１）「沖島の味」の認知度向上と普及促進

インターネットを活用した直接販売や体験交流事業などを促進させ

るため、漁協ホームページを拡充する等のＰＲ活動を強化するととも

に、地域のイベントへ出店等により、「沖島の味」の認知度向上と普及

促進を図る。 

２）湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ

滋賀県が推進する「琵琶湖八珍」ブランド化事業と連携したイベント

等への参画や、「琵琶湖八珍マイスター店」等への沖島産湖魚や加工品

の販路開拓・拡大化を推進する。 
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 ３）未利用魚の活用・商品化の推進 

  未利用魚を原料とする商品の加工・販売を検討し、未利用魚の有効活

用を図る。 

 

④漁業関連従事者の育成・確保 

 １）新規就漁者の受入れ 

  沖島漁協は、滋賀県漁業協同組合連合会に設置された「しがの漁業技

術研修センター」が受け入れる琵琶湖漁業に就業を検討する研修希望

者に対して、漁業体験研修、本格的な技術を学べる実地研修を行うとと

もに、沖島独自での漁業体験事業を実施し、新規就業者の確保に努め

る。 

 

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進 

 １）「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成 

  鮒ずし手作り体験と沖島の郷土料理を味わう体験交流事業等の好評

な現行の交流体験型イベントや事業を強化するとともに学生ボランテ

ィアと連携して、「島の宝」を活用した新たな交流体験プログラムの造

成による、誘客促進を図る。 

  

 ２）渚泊の受入れ 

  地域おこし協力隊と協力し、空き家を活用し民泊「湖心」を運営する

とともに、観光客が沖島の生活を体験できる「渚泊」について検討す

る。 

 

 ３）観光マナーの周知を含めた観光案内板の整備 

  観光マナーの周知を含めた観光案内板（総合観光案内板、各所観光案

内板）の整備を図る。 

 

⑥安全・安心な生活環境の創出 

 １）空き家の活用等による移住、定住の推進 

  島内には長年活用していない空き家が存在しており、それを U ター

ンした島民が改修して利用、テレワーク等新しい働き方に対応できる

ように空き家の整備を行う。 

  また、日用品の買い物支援や ICT を活用した独居人の見守り事業等

による定住を推進する。 

 

 ２）防災・救急・救命体制の充実・強化 



18 

  島内の防災機能の強化充実に努めるとともに、避難所に指定されて

いる漁業会館の耐震化に向け整備する。 

  また、引き続き、エネルギー供給を遮断されるような災害時等の事態

に備え、島が孤立しないための新たなエネルギー対策（環境負荷の少な

い、地産地消の再生可能エネルギーの研究および太陽光発電・風力発電

等の設備導入）について検討する。 

３）島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

  島を訪れる人にも活用されるよう、里山整備を行うとともに、既存公

園の再整備や新たな休憩スポット等の整備を検討する。 

４）美しい島の維持と環境保全 

  観光客が何度も訪れたくなるよう美しい島を目指し、環境美化運動

を推進していく。 

漁業コスト削減

のための取組 ①省燃油航行の推進

漁業者は出港から帰港にかけての減速航行の徹底、係留中の機関の停

止、不要不急な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底やプロペ

ラの清掃、船底塗装等による航行時の抵抗削減など、省燃油に繋がる活動

を実施し、燃油消費量の抑制に努める。 

②漁具資材のコスト削減の推進

漁業者は、漁具のこまめな補修と、漁網等の適正管理を行い漁具の耐用

年数延長により漁具購入費用を軽減する。 

 漁協は、より良い漁具資材の追求及び共同購入等により漁業経費の削

減に努める。 

③操業時間の短縮

漁業者全員が、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮に取り組む

ことにより燃油の消費量を抑制し、漁労コストの削減に努める。 

④協業化による作業効率の向上と人件費削減

漁業者間での海上・陸上作業時の労働力融通、漁業関連器具等の共同利

用、共同修繕などの協業化を検討し、作業効率の向上と人件費削減に資し

ていく。 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

漁協は、燃油価格高騰時の漁業経費の増大を軽減する漁業者の漁業経
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営セーフティーネットへの加入を推進し、漁業コストの増大を防止する。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生交付金（国) 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

漁業人材育成総合支援事業（国） 

女性活躍のための実践活動支援事業（国） 

外来魚駆除促進対策事業（県） 

しがの漁業担い手スキルアップ事業（県） 

 

４年目（令和８年度） 所得向上（基準年比）１１．１％ 

漁業収入向上の

ための取組 

 

①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保 

１）資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進 

漁業者は、公的資源管理措置を遵守し操業するとともに、漁業者間で

の操業隻数や操業日数の調整による水産資源の状況に対応した漁獲の

実施など、資源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に

努めながら漁獲量の増加を図る。 

 また、滋賀県で開発された「湖（うみ）レコ」を積極的に活用し、資

源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に努めながら漁

獲量の増加を図る。 

 

２）外来魚駆除による資源の保全 

 在来魚の回復のためには、琵琶湖漁業に深刻な被害を与えているオ

オクチバス、ブルーギルなどの外来魚の更なる駆除が必要となってお

り、一層の外来魚駆除に努めることにより、水産資源を回復し、漁獲量

の増加を図る。 

 

②６次産業化の推進 

 １）湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実 

  高品質冷凍設備等の設置による「沖島の味」の高付加価値化のための

品質保持に加え、一次加工や「沖島グルメ」の開発等に資する湖魚の処

理加工施設の整備による高鮮度な湖魚を使用した特産加工品の開発を

推進する。 

  

 ２）沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備 

  調理加工施設の整備と供給・サービス体制の充実に資する、沖島の食

文化を味わえるレストラン・直売所等の整備による６次産業化（直売・

食堂・加工事業）や都市との交流、体験交流型観光振興への取組を本格

化し、高付加価値化による漁業所得の向上、漁業と観光の共存共栄によ
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る漁村のにぎわいと活気を創出する。 

 

 ３）ふるさと納税返礼品の活用 

  「沖島の味」をふるさと納税返礼品として商品化するとともに、新た

な「沖島グルメ」の商品開発を推進する。 

 

③認知度の向上と販路の拡大 

１）「沖島の味」の認知度向上と普及促進 

 インターネットを活用した直接販売や体験交流事業などを促進させ

るため、漁協ホームページを拡充する等のＰＲ活動を強化するととも

に、地域のイベントへ出店等により、「沖島の味」の認知度向上と普及

促進を図る。 

 

２）湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ 

滋賀県が推進する「琵琶湖八珍」ブランド化事業と連携したイベント

等への参画や、「琵琶湖八珍マイスター店」等への沖島産湖魚や加工品

の販路開拓・拡大化を推進する。 

 

 ３）未利用魚の活用・商品化の推進 

  未利用魚を原料とする商品の加工・販売を検討し、未利用魚の有効活

用を図る。 

 

④漁業関連従事者の育成・確保 

 １）新規就漁者の受入れ 

  沖島漁協は、滋賀県漁業協同組合連合会に設置された「しがの漁業技

術研修センター」が受け入れる琵琶湖漁業に就業を検討する研修希望

者に対して、漁業体験研修、本格的な技術を学べる実地研修を行うとと

もに、沖島独自での漁業体験事業を実施し、新規就業者の確保に努め

る。 

 

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進 

 １）「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成 

  学生ボランティアと連携して現行の交流体験型イベントや事業を強

化するとともに、「島の宝」を活用した新たな交流体験プログラムの造

成による、誘客促進を図る。 

  

 ２）渚泊の受入れ 

  空き家を活用し民泊「湖心」を運営するとともに、観光客が沖島の生
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活を体験できる「渚泊」の取組を推進する。 

⑥安全・安心な生活環境の創出

１）空き家の活用等による移住、定住の推進

  島内には長年活用していない空き家が存在しており、それを U ター

ンした島民が改修して利用、テレワーク等新しい働き方に対応できる

ように空き家の整備を行う。 

  また、日用品の買い物支援や ICT を活用した独居人の見守り事業等

による定住を推進する。 

２）防災・救急・救命体制の充実・強化 

  島内の防災機能の強化充実に努めるとともに、引き続き、エネルギー

供給を遮断されるような災害時等の事態に備え、島が孤立しないため

の新たなエネルギー対策（環境負荷の少ない、地産地消の再生可能エネ

ルギーの研究および太陽光発電・風力発電等の設備導入）について検討

する。 

３）島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

  島を訪れる人にも活用されるよう、里山整備を行うとともに、公園や

休憩スポット等の既存施設を適切に維持管理する。 

４）美しい島の維持と環境保全 

  観光客が何度も訪れたくなるよう美しい島を目指し、環境美化運動

を推進していく。 

漁業コスト削減

のための取組 ①省燃油航行の推進

漁業者は出港から帰港にかけての減速航行の徹底、係留中の機関の停

止、不要不急な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底やプロペ

ラの清掃、船底塗装等による航行時の抵抗削減など、省燃油に繋がる活動

を実施し、燃油消費量の抑制に努める。 

②漁具資材のコスト削減の推進

漁業者は、漁具のこまめな補修と、漁網等の適正管理を行い漁具の耐用

年数延長により漁具購入費用を軽減する。 

 漁協は、より良い漁具資材の追求及び共同購入等により漁業経費の削

減に努める。 

③操業時間の短縮
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 漁業者全員が、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮に取り組む

ことにより燃油の消費量を抑制し、漁労コストの削減に努める。 

④協業化による作業効率の向上と人件費削減

漁業者間での海上・陸上作業時の労働力融通、漁業関連器具等の共同利

用、共同修繕などの協業化を検討し、作業効率の向上と人件費削減に資し

ていく。 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

漁協は、燃油価格高騰時の漁業経費の増大を軽減する漁業者の漁業経

営セーフティーネットへの加入を推進し、漁業コストの増大を防止する。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生交付金（国) 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

漁業人材育成総合支援事業（国） 

女性活躍のための実践活動支援事業（国） 

外来魚駆除促進対策事業（県） 

しがの漁業担い手スキルアップ事業（県） 

５年目（令和 9年度） 所得向上（基準年比）１３．６％ 

取組の最終年度であり、以下の取組を引続き行うが、目標達成を確実なものとするため、プ

ランの取組の成果を検証し必要な見直しを行う。

漁業収入向上の

ための取組 ①資源管理と外来魚駆除による漁獲量の確保

１）資源管理型漁業（資源の状況に対応した漁獲の実施）の推進

漁業者は、公的資源管理措置を遵守し操業するとともに、漁業者間で

の操業隻数や操業日数の調整による水産資源の状況に対応した漁獲の

実施など、資源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に

努めながら漁獲量の増加を図る。 

 また、滋賀県で開発された「湖（うみ）レコ」を積極的に活用し、資

源管理型漁業の一層の推進による資源維持と安定供給に努めながら漁

獲量の増加を図る。 

２）外来魚駆除による資源の保全

在来魚の回復のためには、琵琶湖漁業に深刻な被害を与えているオ

オクチバス、ブルーギルなどの外来魚の更なる駆除が必要となってお

り、一層の外来魚駆除に努めることにより、水産資源を回復し、漁獲量

の増加を図る。 
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②６次産業化の推進 

 １）湖魚の冷蔵保管施設、処理加工施設の整備・充実 

  高品質冷凍設備等の設置による「沖島の味」の高付加価値化のための

品質保持に加え、一次加工や「沖島グルメ」の開発等に資する湖魚の処

理加工施設の整備による高鮮度な湖魚を使用した特産加工品の開発を

推進する。 

  

 ２）沖島の食文化を味わえるレストラン・直売所等の整備 

  調理加工施設の整備と供給・サービス体制の充実に資する、沖島の食

文化を味わえるレストラン・直売所等の整備による６次産業化（直売・

食堂・加工事業）や都市との交流、体験交流型観光振興への取組を本格

化し、高付加価値化による漁業所得の向上、漁業と観光の共存共栄によ

る漁村のにぎわいと活気を創出する。 

 

 ３）ふるさと納税返礼品の活用 

  「沖島の味」をふるさと納税返礼品として商品化するとともに、新た

な「沖島グルメ」の商品開発を推進する。 

 

③認知度の向上と販路の拡大 

１）「沖島の味」の認知度向上と普及促進 

 インターネットを活用した直接販売や体験交流事業などを促進させ

るため、漁協ホームページを拡充する等のＰＲ活動を強化するととも

に、地域のイベントへ出店等により、「沖島の味」の認知度向上と普及

促進を図る。 

 

２）湖魚加工食品の販路開拓・ＰＲ 

滋賀県が推進する「琵琶湖八珍」ブランド化事業と連携したイベント

等への参画や、「琵琶湖八珍マイスター店」等への沖島産湖魚や加工品

の販路開拓・拡大化を推進する。 

 

 ３）未利用魚の活用・商品化の推進 

  未利用魚を原料とする商品の加工・販売を検討し、未利用魚の有効活

用を図る。 

 

④漁業関連従事者の育成・確保 

 １）新規就漁者の受入れ 

  沖島漁協は、滋賀県漁業協同組合連合会に設置された「しがの漁業技
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術研修センター」が受け入れる琵琶湖漁業に就業を検討する研修希望

者に対して、漁業体験研修、本格的な技術を学べる実地研修を行うとと

もに、沖島独自での漁業体験事業を実施し、新規就業者の確保に努め

る。 

⑤沖島独自の自然景観や暮らしの文化を生かした交流体験型観光の推進

１）「島の宝」を活用した交流体験プログラムの造成

  学生ボランティアと連携して現行の交流体験型イベントや事業を強

化するとともに、「島の宝」を活用した新たな交流体験プログラムの造

成による、誘客促進を図る。 

２）渚泊の受入れ 

  空き家を活用し民泊「湖心」を運営するとともに、観光客が沖島の生

活を体験できる「渚泊」の取組を推進する。 

⑥安全・安心な生活環境の創出

１）空き家の活用等による移住、定住の推進

  島内には長年活用していない空き家が存在しており、それを U ター

ンした島民が改修して利用、テレワーク等新しい働き方に対応できる

ように空き家の整備を行う。 

  また、日用品の買い物支援や ICT を活用した独居人の見守り事業等

による定住を推進する。 

２）防災・救急・救命体制の充実・強化 

  島内の防災機能の強化充実に努めるとともに、引き続き、エネルギー

供給を遮断されるような災害時等の事態に備え、島が孤立しないため

の新たなエネルギー対策（環境負荷の少ない、地産地消の再生可能エネ

ルギーの研究および太陽光発電・風力発電等の設備導入）について検討

する。 

３）島を訪れる人にも活用される広場、公園、休憩スポット等の整備 

  島を訪れる人にも活用されるよう、里山整備を行うとともに、公園や

休憩スポット等の既存施設を適切に維持管理する。 

４）美しい島の維持と環境保全 

  観光客が何度も訪れたくなるよう美しい島を目指し、環境美化運動

を推進していく。 

漁業コスト削減
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のための取組 ①省燃油航行の推進

漁業者は出港から帰港にかけての減速航行の徹底、係留中の機関の停

止、不要不急な積載物の削減による船体の軽量化、定期的な船底やプロペ

ラの清掃、船底塗装等による航行時の抵抗削減など、省燃油に繋がる活動

を実施し、燃油消費量の抑制に努める。 

②漁具資材のコスト削減の推進

漁業者は、漁具のこまめな補修と、漁網等の適正管理を行い漁具の耐用

年数延長により漁具購入費用を軽減する。 

 漁協は、より良い漁具資材の追求及び共同購入等により漁業経費の削

減に努める。 

③操業時間の短縮

漁業者全員が、水産資源の状況に対応した操業時間の短縮に取り組む

ことにより燃油の消費量を抑制し、漁労コストの削減に努める。 

④協業化による作業効率の向上と人件費削減

漁業者間での海上・陸上作業時の労働力融通、漁業関連器具等の共同利

用、共同修繕などの協業化を検討し、作業効率の向上と人件費削減に資し

ていく。 

⑤漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

漁協は、燃油価格高騰時の漁業経費の増大を軽減する漁業者の漁業経

営セーフティーネットへの加入を推進し、漁業コストの増大を防止する。 

活用する支援措

置等 

浜の活力再生交付金（国) 

漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

漁業人材育成総合支援事業（国） 

女性活躍のための実践活動支援事業（国） 

外来魚駆除促進対策事業（県） 

しがの漁業担い手スキルアップ事業（県） 

（５）関係機関との連携

事業実施にあたり滋賀県および近江八幡市と連携し、毎年度の事業の進捗状況や効果を精査

し、琵琶湖魚介類の資源の維持や 6 次産業化（直売・食堂・加工事業）や都市との交流、体験

交流型観光振興への取組を加速化し、高付加価値化による漁業所得の向上、漁業と観光の共存
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共栄による漁村のにぎわいと活気を創出する。 

４ 目 標 

（１）数値目標

漁業所得の向上 10％以上 基準年 令和 3 年度： 漁業所得  千円 

目標年 令和 9 年度： 漁業所得  千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性
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５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

浜の活力再生交付金（国) ・浜プランを上位計画として位置づけ、浜プランの取組に位置づけ

られた共同利用施設の整備、浜プラン策定地域における水産資源

の管理・維持 増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策に

必要な整備等を支援 

・冷蔵保管施設、加工施設、販売・交流促進施設、漁業地域の防災・

減災等に必要な施設整備 

女性活躍のための実践

活動支援事業（国) 

・漁村女性や女性漁業者が中心となって取り組む地域実践活動、地

域実践活動に必要な知識・技術の習得及び取組成果の公表等への

支援 
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・特産品の加工開発 直売所・食堂の経営

漁業経営セーフティー 

ネット構築事業（国）

・漁業者と国の拠出により、燃油価格高騰時に補塡金を交付

・燃油急騰による漁業コストの軽減措置

漁業人材育成総合支援

事業（国） 

・漁業への就業前の青年に対する資金、就業・定着促進、経営知識・ 

技術の習得等のための研修等を支援 

・新規就業者の確保

外来魚駆除促進対策事

業（県） 

・漁連が行う外来魚駆除に対する支援

・外来魚の駆除

しがの漁業担い手スキ

ルアップ事業（県）

・漁連が行う漁業への就業希望者に対する就業・定着促進、経営知

識・技術の習得等のための研修等を支援

・新規就業者の確保
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